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本日お話したいこと

➢ＰＦＡＳの一部は、国際的にＰＯＰｓ条約で規制されている
が、ヨーロッパ、アメリカ、日本で、ＰＦＡＳによる環境汚染、
人体汚染が深刻化している

➢熊本の地下水のＰＦＡＳ汚染は深刻で、北区植木周辺の
汚染源は特定されたが、九品寺については不明のまま

➢水道水質基準を厳しくすると、水道水が供給できなくなる
ので、食品安全委員会のリスク評価では、意図的にリス
ク評価の根拠になる論文選定を操作したと推測できる

➢ＰＦＡＳ汚染を解決するためには、ダイオキシン対策と同
様に、ＰＦＡＳ対策特別措置法を制定し、環境基準等を定
め、規制強化が必要である
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本日の内容

１．水俣病の経験とは何か

２．有機フッ素化合物（PFAS）の基礎知識

３．熊本の地下水の基礎知識

４．熊本の地下水のＰＦＡＳ汚染の現状と課題

５．食品安全委員会によるリスク評価の問題点

６．熊本の地下水のPFAS汚染は深刻になるかも
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水俣病の経験・教訓とは

➢水俣病はチッソの工場排水による環境汚染から
発生した健康被害である

➢一度、環境汚染を引き起こすと取り返しがつか
ない被害・事態に発展する

➢工場の操業実態を隠ぺいするチッソの企業体質
が水俣病を発生、拡大させた

➢利益を優先する企業は公害被害やその補償には
消極的になる

➢すべての利害関係者が関与しないと、問題解決
に向かうのは難しい
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水俣病の発生メカニズム
（食物連鎖と生物濃縮）
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メチル水銀発生のメカニズム
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水俣病の発症段階（原田による）

Ⅰ．無機水銀の環境への放出（鉱山、工場排
水など）による環境汚染＊

Ⅱ．微生物などによる環境中での無機水銀の
有機化

Ⅲ．食物連鎖による有機水銀の濃縮、環境汚
染

Ⅳ．食物摂取などによる人体への取り組み、人
体汚染
Ⅴ．高濃度曝露、蓄積による水俣病発症
（＊水俣の場合は、有機水銀） 



原因究明の頃と現在とを比較すれば

水俣病のような環境経由の中毒は人類初の経験だが

➢水俣湾の魚による食中毒事件として取り扱えば、被害の
拡大は防げた ⇒予防原則

➢分析技術の未発達 ⇒還元気化原子吸光法、ＩＣＰ-ＭＳ、
ＬＣ-ＭＳ/ＭＳ

➢診断法、疫学の未確立 ⇒典型症例（ハッターラッセル
症候群）に固執、いまだに水俣病の定義はあいまい

未だに、補償・救済制度としての水俣病でしかない

➢廃水処理技術、公害防止技術の未確立 ⇒環境関連法制
度の整備、水質汚濁防止法、排出規制の遵守

➢企業の体質 ⇒企業の社会的責任ＣＳＲ、環境に配慮し
た事業活動、ＳＤＧｓ
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製品中のPFAS（有機フッ素化合物）

防水服 防汚性家具 こびりつかない
フライパン

化粧品

スマートフォン 耐油性食品包装 泡消火薬剤

PFASは
水、油、ほこりをはじ
く

PFASは
高温、強酸に耐える
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有機フッ素化合物の用途と環境汚染
• PFOS、PFOA等の有機フッ素化合物は、水や油をはじく、熱に強い、
薬品に強い、光を吸収しない等の特徴的な性質を持つため、撥水
剤、表面処理剤、界面活性剤、乳化剤、消火剤、コーティング材等
に用いられている

• 身近なものとしては、フライパンや鍋等のテフロン加工や、スキー
ウェアなどの撥水剤、ファーストフードの包装紙のコーティング剤と
して使用している

• 井戸水、河川水や水道水の汚染では、沖縄県で、米軍基地での消
火器用泡消火薬剤としての使用が原因ではないかと疑われる汚染
問題がある

• 沖縄県は２０１３年から調査を実施、東京都は遅くとも２０１１年から
調査を実施している

• ２０２０年５月環境基準健康項目の要監視項目に設定、２０１９年か
ら、国が全国調査を実施、各地で環境汚染が判明 10



PFAS（ピーファス）とは

PFOA パーフルオロオクタンカルボン酸 通称ピーフォア

炭
素

フッ
素

酸
素

水
素

硫
黄

PFASとは、パー（又はポリ）フルオロアルキル化合物といい、化学的に最も結合力の強い炭素—フッ素結合 を持つ人工的な化合物の総
称。OECDの定義では、1個以上のーCF３またはーCF２の構造をもつものを有機フッ素化合物という。1万種類以上あると言われている。
炭素数が8個以上の長い（長鎖）ものは分解しづらく・蓄積しやすい（難分解・高蓄積）と考えられ、最も多く使われてきた炭素鎖8個のPFOSと
PFOAとその関連物質は、すでに国際的に禁止された。それらの代替物は、PFHxS、PFHxAなどのより炭素鎖が6個以下（短鎖）のものであっ
たが、その後、それら代替物も難分解・高蓄積であり毒性があるものもあることが判明し、PFHxSは使用が禁止、PFHxAは検討中である。

PFOS パーフルオロオクタンスルホン酸 通称ピーフォス PFHxS パーフルオロヘキサンスルホン酸 通称ピーエフヘクスエス

PFHxA パーフルオロヘキサンカルボン酸 通称ピーエフヘクスエー

すでに禁止された長鎖PFAS 代替物として使用、最近禁止された短鎖PFAS



12



ＰＯＰｓ条約とは（１）

ＰＯＰｓとは：Persistent Organic Pollutants
残留性有機汚染物質のこと

条約制定の背景：

１９７０年代 ＰＣＢ、ＤＤＴ、ダイオキシン等について、
人体毒性の観点から日本や先進国では使用、製造禁
止された

１９９０年代 環境ホルモン物質として、環境中への残
留性が高いため地球規模の環境汚染が問題になる

地球規模の環境汚染防止のため、国際的に協調して
ＰＯＰｓの廃絶、削減等を行う必要から、２００１年５月、
「残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約」
が採択された 
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ＰＯＰｓ条約とは（２）

目的：リオ宣言第１５原則に掲げられた予防的アプローチに留
意し、残留性有機汚染物質から、人の健康の保護及び環境の
保全を図る 
対象物質：①毒性②難分解性③生物蓄積性④長距離移動性

条約の発効条件：５０ヶ国の締結（２００４年２月１７日、５０ヶ国
目が締結）
条約の発効：２００４年５月１７日
日本は２００２年８月３０日に締結

締結国は２０２５年６月現在で、１５２か国が調印、１８６か国と
ＥＵが批准
（アメリカは京都議定書と同様に批准していない）

ストックホルム条約に基づく国内実施計画策定（２００５年６月
２４日閣議決定) 
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ＰＯＰｓ条約とは（３）

１．製造、使用の原則禁止(付属書Ａ）：アルドリン、クロルデ
ン、ディルドリン、エンドリン、ヘプタクロル、ヘキサクロロベ
ンゼン、マイレックス、トキサフェン、ＰＣＢ、ＰＦＯＡ、ＰＦＨｘＳ、
ＵＶ―３２８など
２．原則使用制限（付属書Ｂ）：ＤＤＴ、ＰＦＯＳ

３．非意図的生成物質の排出の削減：ダイオキシン、ジベン
ゾフラン、ヘキサクロロベンゼン、ＰＣＢなど

４．ＰＯＰｓを含むストックパイル・廃棄物の適正管理及び処
理
５．これらの対策に関する国内実施計画の策定

６．その他の措置：新規ＰＯＰｓの製造・使用を予防するため
の措置、ＰＯＰｓに関する調査研究、モニタリング、情報公開、
教育等、途上国に対する技術・資金援助の実施
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用語解説

• 残留性有機汚染物質：毒性が強く、難分解性、生物蓄積
性、長距離移動性人の健康又は環境への悪影響を有す
る化学物質
Persistent Organic Pollutants ; POPsと略す

• POPs条約：残留性有機汚染物質に関するストックホルム
条約

• 付属書A：製造、使用、輸出入を禁止すべき物質
• 付属書B：製造、使用、輸出入を制限すべき物質
• 化審法：化学物質審査規制法 1973年カネミ油症事件を
引き起こしたPCBの製造禁止をきっかけに制定、新規化学
物質の製造、輸入時に有害性、分解性、生態毒性を事前
評価するとともに、上市後も継続的に管理する。



ＰＦＡＳ（有機フッ素化合物）の規制開始

• PFOSは2009年5月にPOPs条約の付属書Bに追加
• PFOAは2019年5月に同条約の付属書Aに追加
• PFHｘSは2022年6月に同条約の付属書Aに追加
• 国際条約で、難分解性物質として、製造、使用、輸出入を制限
する物質に指定された

• 日本では、PFOSは2010年4月から化審法で、第一種特定化学
物質に指定され、原則（用途の制限）製造、輸入が禁止されて
いる

• 2018年4月の化審法改正により、PFOSは日本国内での製造、
使用が禁止された

• PFOAは2021年10月から化審法で、製造、使用が禁止された
• ２０２０年春から水道水質基準、水質環境基準の監視物質に
指定された

• PFHｘＳは、2024年2月から化審法で製造、使用が規制された
• 長鎖（炭素数９以上）ペルフルオロカルボン酸が追加された17



化学物質審査規制法の全体像
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２０１９年度に環境省が全国存在状況
把握調査を実施

• ２０２０年５月、環境基準
要監視項目にＰＦＡＳに
目標値（暫定値）が設定
された

• 先立って、環境省が全
国一斉調査を実施した

• 全国１７１地点調査し、３
７か所（千葉、東京、神
奈川、愛知、大阪、兵庫、
奈良、福岡、大分、沖
縄）で目標値を超える
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21

植田武智氏作
成（中地加筆）



ＰＦＯＳ（パーフルオロオクタンスル
フォン酸）とは

• ２００９年段階では、化審法では、ＰＦＯＳの用途は、航空
機用の作動油、糸を紡ぐために使用する油剤、金属の
加工に使用するエッチング剤、消火器用消火薬剤及び
泡消火薬剤等とされていた。

• 代替困難を理由に、圧電フィルタや特定の半導体製造
用のエッチング剤、半導体用のレジストの製造、業務用
写真フィルムの製造の３用途のみ、使用を認めていた

• 経産省の製造・輸入に関する調査によると、２００５年の
ＰＦＯＳの生産量は１～１０トン未満/年であり、１業者で
製造されていた

• ＰＦＯＳを含む泡消火剤の備蓄量は約２１,０００トン（ＰＦＯ
Ｓ換算量は２００トン未満）である 22



ＰＦＯＡ（パーフルオロオクタン酸）とは
• 急性毒性としては、目、皮膚、気道への刺激性

• 慢性毒性としては、肝臓や免疫系への影響がある

• ２０２３年１２月、IARC（国際がん研究機関）が、PFOAは
グループ１（ヒトに対して発がん性がある）に、PFOSはグ
ループ２B（ヒトに対して発がんの可能性がある）に分類

• 生殖毒性や内分泌かく乱作用もある

• 経産省の製造・輸入に関する調査によると、 ２００１年と
２００４年のＰＦＯＡの製造、輸入量は１０～１００トン未満/

年であり、フッ素樹脂製造の添加剤、触媒として使用さ
れていた

• ダイキンの工場排水による地下水汚染は継続中

• 生物学的半減期はPFOSが５.４年、PFOAが３.８年と長い23



有機フッ素化合物の人への有害影響（日本語訳）

確実性が高い

確実性が中程度

甲状腺疾
患

血中コレステロール値の上
昇（心疾患の原因に）

乳が
ん 

肝疾患

腎臓がん

前立腺がん

妊娠しにくくなる

妊娠による
高血圧/子癇前症
（血圧を上げる）

炎症性大腸炎
（潰瘍性結腸炎）

精子数と運動能力の減
少

流産リスクの増加
（流産、死産など）

性的成熟の早期
化

肥
満

低出生体重 

免疫力低下
（感染症にかかりやすくな

る）

乳腺発達の遅れ

胎児への
出生後の発達への影響

出典：欧州環境機関（EEA)資料より

大人への
有害影響



主なPFASのばく露経路

工場

出典：欧州環境機関（EEA)資料より

消費者製品

泡消火剤

下水道処理場
廃棄物処理場

環境

水・食品

人間のばく露



世界に広がるＰＦＡＳ汚染
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世界に広がるＰＦＡＳ汚染

米国：ＰＦＡＳ汚染
４９州

２，３３７地区

ヨーロッパでは
１００,０００地区
ＰＦＡＳ汚染

● （人への影響調査がよく行われている場所）

オーストラリア：
軍事基地周辺など
１０地区以上

日本：沖縄など
基地周辺



熊本地域の地下水の特徴

➢熊本県は水道水源の約８０％を地下水に依存し
ている

➢熊本地域（人口約100万人）の生活用水はほぼ１
００％地下水である（全国でも珍しい）

➢「名水百選」、「平成の名水百選」(環境省)に8
か所選定され、豊かで美しい水資源を持つ

➢大きな地下水盆の存在、地下水盆に地下水を浸
透・貯留しやすい地層の存在（阿蘇山の噴火堆
積物による）

➢豊富な年間降水量

• 熊本約1990ｍｍ 阿蘇山3250ｍｍ

• 全国平均1720ｍｍ （1971-2000年平均値） 27



地下水盆を共有する熊本地域
（熊本地域地下水総合保全管理計画
2008年9月制定 熊本県、14市町）

人口976,027人（H17年国勢調査）総面積1,041ｋ㎡
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水質汚染の観点から見た地質の特性

• 阿蘇山噴火による火砕流堆積物は、風化粘土に乏し
く、浸透性の高い地質であり、有害物質を含むあら
ゆる物質が侵入しやすい地質となっている

• 農業、工業での水質汚染の可能性が高い
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地下水の現状と取り巻く環境
地下水は長期的に減少傾向
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地下水涵養量の減少
今後、15年で6.2%減という予想がある
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地下水涵養計画の立案（２００８年）
地下水使用量の削減

水道使用量削減目標
342L→308L（▲34L、10％）→295L（福岡県、▲14％）
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めざす姿（目標達成時の水収支）
＊Ｈ３６年度は２０２４年度である
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熊本市の生活用水使用量の経年変化
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地下水位は熊本県の報告では、横ばい
から改善、江津湖は熊本地震が影響

38



地下水を汚染する物質とは

• トリクロロエチレン、ベンゼンなど揮発性有機化合
物－過去には、熊本でも工場から排出されたVOCに
よる汚染があったが、対策を取られている

• 砒素やフッ素－自然由来と考えられる地下水汚染

• 硝酸性窒素ー近年では、硝酸性窒素による汚染が見
つかっている。環境基準（10mg/L）を超える井戸が
熊本地域に存在している。都道府県別では第２位。
原因は、化学肥料の大量使用、家畜排せつ物、生活
排水の不適正処理などと考えられている
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熊本市における地下水の硝酸態窒
素濃度の現状（２０１８年度）
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硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素によ
る地下水汚染は継続
（熊本の環境令和４年度版）
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熊本市による２０２２（令和４）年度
ＰＦＡＳ調査結果（熊本市ホームページから）
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２か所の井戸から基準超検出
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熊本市の追加調査結果・井芹川も基準超
（２０２３．１１．２９発表分）
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熊本市の継続調査で、北区の汚染は
廃棄物最終処分場が汚染源

（２４年１２月１０日発表）
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熊本市のＰＦＡＳ汚染は未解明のまま
水道水は基準以下とはいえ検出
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熊本県の調査結果
（２０２３年７月から８月に採水調査）
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熊本県の調査結果
（２０２４年１０月１８日発表６月から９月に採水調査）
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北部流域下水道・北部浄化センター放流
水から検出され続けているのは問題



熊本市のＰＦＯＳ、ＰＦＯＡによ
る地下水汚染をどう考えるのか

• 地下水汚染は２か所、北区植木轟、中央区白川（九品
寺）の汚染は継続している

• 井芹川上流域で、環境基準超、地下水汚染と連動して
いる可能性あり

• 井戸は常時汲み上げているわけではないので、評価は
難しい

• 汚染源は北区は産業廃棄物最終処分場と断定できるが、
汚染経路は不明、それ以外にも汚染源があるのか

• 飲用を控えるだけでなく、汚染範囲の特定のための周
辺井戸の調査は必要

• 水道水・給水栓の調査では、改寄水源地が比較的高濃
度、植木轟から１km程度しか離れていない

• 北部浄化センターの放流水の発生源も調査する必要が
ある



ＴＳＭＣでは短鎖のＰＦＡＳ（ＰＦＢＳ、ＰＦＢＡ）を
使用し、北部下水処理場の放流水では、検出

されているので、情報公開が必要
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PFOSとPFOAの毒性評価
年々リスク評価が厳しくなることに注目を

• PFOSについては、2007年の環境省の初期リスク評価では、ラッ
トによる非がん性影響の最大無作用量を0.03mg/kg/日とし、
TDIを0.3mg/kg/日と設定

• PFOAについては、2011年の環境省の初期リスク評価では、マ
ウスによるラットによる非がん性影響の最大無作用量を
0.03mg/kg/日としている

• 2018年EU等では、TWIはPFOS13ng/kg/週、PFOA6ng/kg/週と
提案されている

• 2016年アメリカEPAは、ファクトシートを更新し、健康勧告値を
200ng/Lから、70ng/Lに引き下げた

• 今回の水道水質の評価では、TDI20ng/kg/日が用いられた
• 2022年アメリカEPAは、PFOSを0.02ng/L、PFOAを0.004ng/Lに低
減するガイドラインを発表した

• 2024年4月現実的な規制値として、PFOS,PFOA4ng/Lを、法的強
制力のある水質基準値とし、規制強化した



リスク評価が厳しくなった結果に注目を

• ２０１８年 ＥＵでは、ＴＷＩをＰＦＯＳ１３ng/kg/週、ＰＦＯＡ６
ng/kg/週と提案されている

• ２０１６年 アメリカＥＰＡは、ファクトシートを更新し、水道水
質の健康勧告値を２００ng/Lから、７０ng/Lに引き下げた

• ２０２２年 アメリカＥＰＡは、ＰＦＯＳを０.０２ng/L、ＰＦＯＡを
０.００４ng/Lに低減するガイドライン（TDIは限りなくゼロに
近い）を発表したが、

• ２０２４年４月現実的な規制値として、PFOS,PFOA 4ng/L

（定量下限、測定可能な値）を、法定強制力のある水質基
準値とし、規制強化した（トランプ政権は規制適用を延期
中）
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推定安全量の変化
Evolution of the estimated safe level
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PFAS－永遠の化学物質

2020年12月9日 –ジュリー・シュナイダー博士

PFAS – The Forever Chemicals

09/12/2020 – Dr J. Schneider



水質基準の体系
水質基準（５１項目）と水質管理目標設定項目（２７

項目）、要検討項目（４７項目）
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ＰＦＯＳ、ＰＦＯＡの水質基準の設定方法
• 摂取量＝(飲み水）+（食べ物）＋（呼吸）

• 水質基準は、閾値がある場合は、ＡＤＩ(許容一日
摂取量）またはＴＤＩ（耐容一日摂取量）の１０％を
１日２Ｌの飲み水から摂取する

• 標準体重は５０ｋｇとする

• ＰＦＯＳ＋ＰＦＯＡのＴＤＩを２０ng/kgとすると、

• ＰＦＯＳ＋ＰＦＯＡ＝０.１×２０ng/kg×５０ｋｇ/２Ｌ

• ＝５０ng/Lとなる

• ２０２０年に水質基準の目標設定項目の暫定値
を決めたときは、厳しい基準だったが、現在はド
イツやアメリカは厳しい基準を設定している
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ＡＤＩ（許容一日摂取量）・ＴＤＩ（耐容一
日摂取量）の求め方

• ＡＤＩ（Ａｃｃｅｐｔａｂｌｅ Ｄａｉｌｙ Ｉｎｔａｋｅ 許容一日摂取量）

• ＴＤＩ（Ｔｏｌｅｒａｂｌｅ Ｄａｉｌｙ Ｉｎｔａｋｅ 耐容一日摂取量）
• 動物実験からＮＯＡＥＬ（最大無作用量）を求める

• 不確実係数をかけて、ヒトのＡＤＩ（又はＴＤＩ）を求める

• 通常は種差１０倍、個体差１０倍の１００倍

• その他 作用の重大性１０倍など

• 標準体重は日本では５０ｋｇ、海外６０ｋｇ又は７０ｋｇ

• ＡＷＩ(Ａｃｃｅｐｔａｂｌｅ Ｗｅｅｋｌｙ Ｉｎｔａｋｅ 許容週間摂取量）
で示す場合もある
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アメリカのＴＤＩと水質基準の変遷

• ２０１６年 ＴＤＩは２０ng/kgとして、水道水質基準
をＰＦＯＳ＋ＰＦＯＡで、７０ng/Lにした

• ２０２３年 ＰＦＯＳのＴＤＩを０.１ng/kg、ＰＦＯＡのＴ
ＤＩを０.０３ng/kgと２００倍、６６６倍厳しくし、水道
水質基準を検出限界のＰＦＯＳ、ＰＦＯＡ各４ng/L
とした

• ２０２５年４月から適用予定が、トランプ政権は適
用を延期している
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アメリカＥＰＡ（環境保護局）のＰＦＡＳ
汚染への対応方針

•今回は水道水質規制値として、法的拘束力を持つ

•PFNAやPFHxSなど他の3種類のPFASと、2種類以上の
PFASの混合物質についても基準値を10ng/Lとした

•新規制は全米6万6000の水道事業者を対象とし、3年
以内に飲料水中のPFAS量を測定し、情報公開を求め、
基準を超えるPFASが検出された場合、5年以内に削減
する対策を求めている

•EPAは、対応が必要な水道事業者を全体の1割程度と
推定していて、対策費用は全米で年間約15億ドル
（約2300億円）と見積もられている

•汚染源の多くは軍事基地であり、米政府の責任は重
い 65



食品安全委員会によるリスク評価

• 食品安全委員会ＰＦＡＳ・ＷＧ２０２３年３月から２０２４
年６月に９回の公式会合で、検討した

• 結論は、ＴＤＩは２０ng/kgのままで、２０２６年４月から、
水道水質基準をＰＦＯＳ＋ＰＦＯＡで、５０ng/Lのまま、
水質基準に格上げした

• 欧米がＴＤＩを厳しくしている中で、日本のみ、ＴＤＩを
厳しくしないのはおかしい、違和感がある

• 食安委の検討結果を高木基金のＰＦＡＳプロジェクト
が検証した結果、論文を取捨選択し、ＴＤＩを変更しな
かったことが分かった
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食安委のリスク評価手順（１）

• リスク評価の準備段階で、評価対象となる参
照文献の選定をＣＥＲＩ（（財）化学物質評価研
究機構）に依頼

• 文献の重要度をＡ～Ｃ評価し、２９６９報から
２５７報選定した

• ＷＧの最終報告書では、評価対象文献は２６
８報

• 議事録の残っていない２４回の非公式会合で、
論文の差し替えを行っていたことが発覚した
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食安委のリスク評価手順（２）

• ２５７報（そのうち最重要文献１６５報）のうち、１９
０報（そのうち最重要文献は１２２報）が削除され
た

• ２０１報が追加された、そのうち８２報は当初、選
外となった低評価の文献

• ３Mなど製造企業からの研究費によるものが９
報（利益相反となる）が含まれる

• ＰＦＡＳの健康影響は、肝臓、脂質代謝、免疫、
生殖・発生、発がん性など関連性が否定できな
い項目は、追加された信頼性の低い論文を根拠
に否定し、ＴＤＩを変更しなかったことが、発覚した
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リスク評価の対象になった文献の推移
（出典：「科学」（岩波書店２０２５年１１月号）
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なぜ、リスク評価を厳しくしなかったのか
• 九州、北海道などで、半導体製造工場の建設ラッシュで、
短鎖のＰＦＡＳ（未規制）の使用増加は必至で、水系に排
出されるので、将来的には、水系汚染が問題になる可能
性が高い

• 近年、新しいＰＦＡＳ農薬の使用が増加し、下水汚泥にＰＦ
ＡＳの存在が懸念されている

• 日本国内で、ＰＦＡＳの使用量が増えるので、基準を厳しく
するのは、国策に逆行するので、忖度したのでは

• 一方、欧米では、ＰＦＡＳの規制が厳しくなってきている

• ＥＵは約１万物質のＰＦＡＳを一括して、規制する方針を示
している

• アメリカの複数の州でも、同様に、ＰＦＡＳを一括して、規
制している

• 欧米の規制強化と逆行し、日本だけが、周回遅れの規制
するのはやめさせる必要がある
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水道水中のＰＦＡＳに関する全国一斉
調査（２０２４年１１月２９日発表）
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水道水中のＰＦＡＳ全国一斉調査（国交省２０
２４年１１月発表）アメリカ並みの水質基準を
適用すれば、全国で２００か所超が基準超
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熊本市の上水道の仕組み

73



74



75



本日のまとめ―急がれるＰＦＡＳ（有機
フッ素化合物）対策の実施、立法化を

➢環境基準健康項目の中で、基準超（ＰＦＯＳ＋ＰＦＯＡ５０
ｎｇ/Ｌ）の地点数は第１位（＊砒素で約２０地点程度）

➢早急に、環境基準要監視項目から環境基準項目に、水
道水質基準に引き上げ、対策をとる必要がある

➢食品安全委員会のリスク評価は、恣意的で、密かに論
文を取捨選択し、ＴＤＩを甘い基準のままに設定した

➢リスク評価をやり直して、欧米並み（アメリカは４ｎｇ/Ｌ）に
水質基準値を厳しく設定すべき

➢ダイオキシン類対策で実施した時と同様に、ＰＦＡＳ対策
特別措置法を制定し、環境基準、排出基準を設定、汚染
対策を進めるべき 76
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